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電動ファン付き呼吸用保護具の規格の適用等について

労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26年法律第四号。以下「法」としづ。）

により、電動ファン付き呼吸用保護具が譲渡等制限及び型式検定の対象とされたことを

受け、電動ファンイすき呼吸用保護具の規格（平成26年厚生労働省告示第455号。以下「規

格」という。）が平成26年11月28日に公布されたところであり、平成26年12月 1日より

施行される予定である。ついては、下記の事項に留意の上、その運用に遺漏のないよう

にされたい。

言己

1 全般的事項

この規格は、日本工業規格T8157 （電動ファン付き呼吸用保護具）や独立行政法人

労働安全衛生総合研究所の「粉じん用電動ファン付き呼吸用保護具技術指針」に定め

る標準形の電動ファン付き呼吸用保護具を対象とするものであること。

2 細部事項

(1）第 1条関係

第 1項の表中の「しめひもJとは、形状及び材質にかかわらず、面体を装着す

るためのしめ具の総称であること。

(2）第 3条関係

ア 表中「しめひも取イ寸部分及びしめひもj の項の「試験方法j 械の「しめひも

取付部分及びしめひもごとに 0・＂..引張荷重をかけ」とは、しめひも取付部分ご

とに、しめひもを取り付けた状態で引張荷重をかけることをいうものであるこ

と。

イ 表中「連結管取イ寸部分及び連結管」の項の「試験方法」欄の「連結管取付部

分及び連結管に。，...引張荷重をかけj とは、面体、フード又はフェイスシーノレ

ド並びに連結管及びろ過材ケースを連結した状態で引張荷重をかけることをい

うものであること。



(3）第 5条関係

表中「電動ファン」の項の「条件J欄の「水、粉じん等の侵入によりその機能

に障害を生ずるおそれがないことJcは、電動ファン付き呼吸用保護具の使用が

想定され得る環境において、電動ファンの作動に支障が生じない程度の防水・防

じん構造を有していることをいうものであること。

(4）第 6条関係

ア 表中の「漏れ率試験」の項、 「内圧試験j の項、 「最低必要風量試験j の項

及び「騒音試験」の項の「試験方法」の欄の「手動により流量を調節する機能

を有する電動ファン付き呼吸用保護具Jは、自動による流量調節機能と手動に

よる流量調節機能の両方が備わっているものを含むものであること。この場合、

自動による流量調節機能と手動による流量調節機能の両方が備わった電動ファ

ンイ寸き呼吸用保護具については、手動によりそれぞれの項に定める流量に調節

した上て、それぞれの項に定める試験を行う必要があること。

イ 表中「内圧試験」の項の「試験方法j 欄の「気続性を確保」に当たっては、

ジグ等を用いても差し支えないこと。

(5）第 7条関係

ア 第 1項の「表示」の方法としては、以下の方法等があること。

①刻印

② 印刷

③ 通常の取扱いにおいて変色しないよう印刷した紙を、剥離しないように貼

付すること。

イ 第 1項の「見やすい箇所」とは、一見して表示を確認できる箇所をいうもの

であること。

ワ 第 1項第 1号の「製造者名j は、製造者が誰であるかを明確に識別できるも

のであれば、略称であっても差し支えないこと。

エ 第 1項第Z号の「製造年月 j は、例えば2014年4月については、 14.4又は平

26. 4のごとく泊暦年の下 2桁の数字又は元号年の数字を用いた略号であって

も差し支えないこと。

オ 第 2項第 1号の「使用の範囲j には、使用可能な作業環境、粒子捕集効率及

び漏れ率の性能に係る区分に応じた使用用途等があること。

また、電動ファン｛寸き呼吸用保護具はその部品（面体、ろ過材、電動ファン）

に互換性があり、例えば、ある型式の電動ファン付き呼吸用保護具のろ過材が

)31jの型式の電動ファン付き呼吸用保護具のろ過材として型式検定に合格してい

ることがあり得る。このため、 「使用の範囲j には、その時点で型式検定に合

格している部品の種類、組合せ等を、一覧表等の形で記載することが望ましい

こと。

なお、ある型式の電動ファン付き呼吸用保護具のろ過材を)31jの型式の電動

ファン付き呼吸用保護具に装着する場合など、電動ファン付き呼吸用保護具の

部品を交換するときは、それらの部品の組み合わせについて、新たな型式とし

て検定に合格したものであることが必要で、あること。

カ 第 2項第 2号の「使用上の注意事項Jには、電動ファンイ寸き呼吸用保護具の

点検方法、着脱の方法、密着性の良否を検査する方法、使用後の手入れの方法、



保管方法、ろ過材等の部品の交換方法等があること。

なお、粒子捕集効率、漏れ率、吸気抵抗（面体形に限る。）、排気抵抗（面

体形に隈る。）、最小・最大風量、充電池の取扱方法、電動ファンイ寸き呼吸用

保護具の重量等を併せて記載することが望ましいこと。

キ 第 2項第4号の「着用者自身がその顔面と面体との密着性の良否を容易に検

査する方法」には、フィットチェッカーを用いる方法等があること。

3 関係通達の改廃

法により電動ファンイ寸き呼吸用保護具が譲渡等制限及び型式検定の対象とされた

こと並びに規格が制定されたことに伴い、 (1）に掲げる通達について別紙のとおり改

玉するとともに、（2）に掲げる通達については廃止することとする。

(1) 改正する通達

ア 昭和42年 3月31日付け基発第442号「鉛中毒予防規則の施行について」

イ 昭和46年 5月24日付け基発第399号「特定化学物質等障害予防規則の施行につ

いて」

ウ 昭和54年7月26日付け基発第382号「労働安全衛生法施行令の一部を改主する政

令及び粉じん障害防止規則の施行についてJ

エ 平成17年 3月18日付け基発第0318003号「石綿障害予防規則の施行について」

オ 平成20年 2月26日付け基発第0226006号「粉じん障害防止規則等の一部を改正

する省令の施行についてJ

カ 平成21年 2月18日付け基発第0218001号「石綿障害予防規則等の一部を改正す

る省令等の施行等について」

キ 平 成21年 3月31日付け基発第0331013号「ナノマテリアノレに対するばく露防止等

のための予防的対応について」

ク 平成24年12月3日付け基発1203第1号「「インジウム化合物等を製造し、又は

取り扱う作業場において労働者に使用させなければならない呼吸用保護具」の適

用について」

ケ 平成26年 1月10日付け基発0110第 1号「「廃棄物焼却施設関連作業におけるダ

イオキシン類ばく露防止対策要綱」の改正についてJ

(2) 廃止する通達

昭和57年12月14日付け基発第767号「電動ファン付粉じん用呼吸保護具に係る

粉じん障害防止規則l等の適用についてj



恒三面

ア 昭和42年 3月31日付け基発第442号「鉛中毒予防規則の施行について」新旧対照表

お？ ！日

言日 言己

第 1～第4 （略） 第 1～第4 （略）

第 5 第五章保護具等関係 第 5 第五章保護具等関係

1 （略） 1 （略）

2 第45条関係（現行第58条関係） 2 第45条関係

(1）第 1項の「有効な呼吸用保護具」 (1）第 1項の「有効な呼吸用保護具J

とは、送気マスク等給気式呼吸用保 とは、送気マスク等給気式呼吸用保

護具（簡易救命器及び酸素発生式自 護具（簡易救命器及び酸素発生式自

己救命器を除く。）、防じんマスク 己救命器を除く。）、防じんマスク

並びに面体形及びルーズフィット 並びにJIST8157に適合した面体形

形の電動ファン付き呼吸用保護具 及びフード形の電動ファン付き粉

をいい、これらは、鉛装置内におけ じん用呼吸保護具をいい、これら

る業務の態様及び発散する蒸気の は、鉛装置内における業務の態様及

種類に応じて、それぞれ使用者が選 び発散する蒸気の種類に応じて、そ

択するものであり、そのうち、防じ れぞれ使用者が選択するものであ

んマスク及び電動ファン付き呼吸 り、そのうち、防じんマスクについ

用保護具については、国家検定に合 ては、国家検定に合格したものであ

格したものであること。 ること。

（以下 略） （以下 略）



イ 昭和46年 5月24日付け基発第399号「特定化学物質等障害予防規則の施行について」

新旧対照表

新 ！日

言己 記

I～VI （略） I～VI （略）

VII 第 6章関係、 VII 第 6章関係

1 （自各） 1 （略）

2 第32条関係（現行第43条関係） 2 第32条関係

( 1 ) （略） ( 1 ) （略）

( 2 ）本条の「呼吸用保護具」とは、送気 ( 2 ）本条の「呼吸用保護具」とは、送気

マスク等給気式呼吸用保護兵（簡易 マスク等給気式呼吸用保護具（簡易

救命器及び酸素発生式自己救命器 救命器及び酸素発生式自己救命器

を除く。）、防毒マスク、防じんマ を除く。）、防毒マスク、防じんマ

スク並びに面体形及びルーズフィ スク並びにJIST8157に適合した面

ット形の電動ファン付き呼吸用保 体形及びフード形の電動ファン付

董且をいい、これらのうち、防じん き粉じん用呼吸保護具をいい、これ

マスク及び防毒マスクであって、ハ らのうち、防じんマスク及び防毒マ

ロゲンガス用、有機ガス用、一酸化 スクであって、ハロゲンガス用、有

炭素用、アンモニア用、亜硫酸ガス 機ガス用、一酸化炭素用、アンモニ

用及び亜硫酸・いおう用のもの並び ア用、亜硫酸ガス用及び亜硫酸・い

に電動ファン付き呼吸用僅護具に おう用のものについては、国家検定

ついては、国家検定に合格したもの に合格したものであること。

であること。
（以下略）

（以下 略）



ウ 昭和54年7月初日付け基発第382号「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及

び粉じん障害防止規則の施行についてJ新旧対照表

新 ｜日

記 記

第 1・第2 （略） 第 1・第 2 （略）

第 3 規則の細部関係 第3 規則の細部関係

1. ～ 5. （略） 1. ～ 5. （略）

も 第 7条関係 6. 第 7条関係

(1) 本条第 1項各号のいずれかに該 (1) 本条第 1項各号のし、ずれかに該

当する場合又は本条第2項各号のい 当する場合又は本条第2項各号の

ずれかに該当する場合にあっては粉 いずれかに該当する場合にあって

じん作業が常態として行われないと は粉じん作業が常態として行われ

とから、当該粉じん作業に従事する ないことから、当該粉じん作業に従

労働者に有効な呼吸用保護具を着用 事する労働者に有効な呼吸用保護

させた場合には第4条、第5条及び 具を着用させた場合には第4条、第

第6条の規定は適用されないことと 5条及び第6条の規定は適用され

されたこと。 ないこととされたこと。
(2) 第 1 項及び第 2~の「有効な呼吸 (2) 第 1項の「有効な呼吸用保護具

用保護具Jとは、送気マスク（JlST j とは、送気マスク (JlST8153規格

8153規格を具備するものに限る。以 を具備するものに限る。以下問じ。

下同じ。月lj添 1参照）、空気呼吸器（ 別添 1参照）、空気呼吸器（JlST81

]1ST8155規格を具備するものに限る 55規格を具備するものに限る。以下

。以下同じ。 jjlj添2参照）又は国家検 同じ。 jjlj添 2参照）又は国家検定に

定に合格した防じんマスク若しくは 合格した防じんマスク（別表第 2第

電動ファンイ寸き呼吸用僅護具 (lllj表 6号に係る特定粉じん作業にあっ

第 2第 6号に係る特定粉じん作業に ては、送気マスク又は空気呼吸器に

あっては、送気マスク又は空気呼吸 限る。）をし＼うこと。

器に限る。）をいうこと。

また、第 1項において、 jjlj表第3

第 1号の 2又は第2号の 2に掲げ

る作業に係る有効な呼吸用保護具

は電動ファン付き呼吸用保護具に

限るものとし、第2項において、 jjlj

表第3第 3号の 2に掲げる作業に

係、る有効な呼吸用保護具について

も同様としたことの

（以下 略） （以下 略）



エ 平成17年 3月18日付け基発第0318003号「石綿障害予防規則の施行について」新旧

対照表

新 ！日

言己 言己

第 1・第 2 （略） 第 1・第 2 （略）

第 3 締部事項 第 3 細部事項

1～6 （略） 1～6 （略）

7 第 7章保護兵 7 第 7章保護具
(1) 第44条関係、 (1) 第44条関係

本条の「呼吸用保護具」とは、送 本条の「呼吸用保護具Jとは、送

気マスク等給気式呼吸用保護呉（筒 気マスク等給気式呼吸用保護具（簡

易救命器及び酸素発生式自己救命 易救命器及び酸素発生式自己救命

器を除く。）、防じんマスク並びに 器を除く。）、防じんマスク並びに2
面体形及びフード形の電動ファン IS T8157に適合した面体形及び

付き呼吸用保護具をいい、これらの フード形の電動ファン付き粉じん

うち、防じんマスク及び電動ファン 用呼吸用保護具をいい、これらのう

｛寸き呼吸用保護具については、国家 ち、防じんマスクについては、国家

検定に合格したものであること。 検定に合格したものであること。

（以下略） （以下略）



オ 平成20年 2月26日付け基発第0226006号「粉じん障害防止規則等の一部を改正する

省令の施行についてJ新旧対照表

新

記

I 粉じん障害防止規則j等の一部を改正

する省令関係

第 1 （略）

第 2 細部事項

1 粉じん障害防止器則等の 部改正

関係

(1）～（ 4) （略）

(5) 第27条関係

ア 電動ファン付き呼吸用保護具

については、型式検定に合格した

ものであって、 「電動ファン付き

匠盟且畳董去の規格」 （平成26年
厚生労働省告示第455号）で定め

る電動ファンの性能区分が大風

量監旦主旦を使用すること。

イ 本条第 2項に定める作業以外

の作業においても、電動ファン付

き呼吸用保護具を着用させる場

合も想定されるところであるが、

Eに示すとおり、電動ファンイ寸き

呼吸用保護具の使用が適当でな

い場合もあること。

(6）～日（路）

田その他

電気雷管の運搬、電気雷管を取り付け

た薬包（火薬類取締法施行規則（昭和2

5年通商産業省令第 88号）第 55条の

「薬匂」をいう。）の装填及び電気雷管

の結線の作業（以下「雷管取扱作業Jと

いう。）は、粉じん作業に該当せず、呼

吸用保護具の使用は義務付けられてい

ないものの、ガイドラインに基づき坑内

において有効な呼吸用保護具を使用さ

せる場合は、漏電等による爆発を防止す

るために、電動ファン付き呼吸用保護具

以外の労働安全衛生法第44条の2の型式

検定に合格した防じんマスクを使用さ

せること。

ただし、型式検定に合格した面体形の

電動ファンイ寸き呼吸用保護具は、電動

I 粉じん障害防止規則等の一部を改主

ずる省令関係

第 1 （略）

第2 細部事項

1 粉じん障害防止器則等の一部改正

関係

(1）～（ 4) （略）

(5) 第27条関係

ア 電動ファン付き呼吸用保護具

については、日本工業規格 T8157

（電動ファン付き呼吸用保護具）

に適合したものを使用すること。

イ 本条第2項に定める作業以外

の作業においても、電動ファン付

き呼吸用保護具を着用させる場

合も想定されるところであるが、

Eに示すとおり、電動ファン付き

呼吸用保護具の使用が適当でな

し、場合もあること。

(6）～ II （略）

III その他

電気雷管の運搬、電気雷管を取り付け

た薬包（火薬類取締法施行規則（昭和 2

5年通商産業省令第 88号）第 55条の

「薬包Jをし寸。）の装填及び電気雷管

の結線の作業（以下「雷管取扱作業」と

いう。）は、粉じん作業に該当せず、呼

吸用保護具の使用は義務付けられてい

ないものの、ガイドラインに基づき坑内

において有効な呼吸用保護具を使用さ

せる場合は、漏電等による爆発を防止す

るために、電動ファン｛寸き呼吸用保護具

以外の労働安全衛生法第44条の2の型式

検定に合格した防じんマスクを使用さ

せること。

ただし、電動ファンを停止しでも型式

検定に合格した防じんマスクと同等以



ファンを停止しでも型式検定に合格し

た防じんマスクと同等以上の防じん機

能を有することから、雷管取扱作業を開

始する前に、漏電等による爆発のおそれ

のない安全な場所で、当該電動ファン付

き呼吸用保護具の電池を取り外し保管

したうえで、当該雷管取扱作業を行う場

合は、この限りでないこと。

上の防じん機能を有する電動ファン付

き呼吸用保護具を使用する場合で、雷管

取扱作業を開始する前に、漏電等による

爆発のおそれのない安全な場所で、当該

電動ファン付き呼吸用保護具の電池を

取り外し保管したうえで、当該雷管取扱

作業を行うときは、この限りでないこ

と。



カ 平成21年 2月18日付け基発第0218001号「石綿障害予防規則j等の一部を改正する省

令等の施行等について」新旧対照表

新 ！日

言日 記

第 1・第 2 （略） 第 1・第 2 （略）

第 3 細部事項 第 3 細部事項

1 石綿則関係 1 石綿員lj関係

(1）～（ 6) （略） (1）～（6) （略）

(7) 第14条関係、 (7) 第14条関係

ア 「電動ファンイ寸き呼吸用保護 ア 「電動ファンイ寸き呼吸用保護

具Jとは、 「電動ファン付き呼吸 具」とは、日本工業規格T8157に

用イ呆護具の規格」 （平成26年厚生 定める規格に適合するもののう

労働省告示第455号。以下「規格」 ち、防護率が99.9回以上のもの（日

という。）に適合するもののうち、 本工業規格T8157の4.1においてS

規格で定める電動ファンの性能区 級のもの）であって、フィノレタの

分が大風量形であり、漏れ率が0. 捕集効率が99.9目以上のもの（日

l匹以下（規格で定める漏れ率に係 本工業規格T8157の4.2においてA

る性能区分がS級）であり、かつ、 級のもの）をいうこと。

ろ過材の粒子捕集効率カ：99,97目以

上（規格で定めるろ過材の性能区

分がPS3又はPL3）であるものをい

うこと。

（以下 略） （以下 略）



キ 平成21年 3月31日付け基発第0331013号「ナノマテリアルに対するばく露防止等の

ための予防的対応についてJ新旧対照表

新

（別紙）

ナノマテリアルの労働現場におけるばく

露防止等の対策について

1・2 （略）

3 ばく露防止等の対策について

( 1 ）～（ 3 ) （路）

( 4）作業管理

ア～ウ（略）

エ保護具の使用

（ア）呼吸用保護具

① 密閉化等が困難な場合又は

局所排気装置等の設置が困難

な場合には、ナノマテリアル関

連作業に従事させる労働者に

有効な呼吸用保護具を使用さ

せること。ただし、密閉化等、

局所排気装置等の設置等のば

く露防止の対策を講じた場合

であっても、労働者のナノマテ

リアノレ等へのばく露のおそれ

がないことが確認できないと

きには、ナノマテリアル関連作

業に従事させる労働者に、有効！

な呼吸用保護具を使用させる

こと。

有効な呼吸用保護具とは、送

気マスク等給気式呼吸用保護

具、粒子捕集効率が99.9%以上

の防じんマスク又は蛙王撞室

効率が99.97出以上の面体形又

はノレーズフィット形の電動

ファン付き呼吸用保護呉で

あって、電動ファンの性能区分

が大風量形のものであること。

なお、防じんマスク及び電動

ファン付き呼吸用保護具につ

いては国家検定に合格したも

のを使用すること。

（以下略）

｜日

（別紙）

ナノマテりアノレの労働現場におけるばく

露防止等の対策について

1・2 （絡）

3 ばく露防止等の対策について

( 1 ）～（ 3 ) （略）

( 4）作業管理

ア～ウ（略）

エ保護具の使用

（ア）呼吸用保護具

① 密閉化等が困難な場合又は局

所排気装置等の設置が困難な場

合には、ナノマテリアル関連作

業に従事させる労働者に有効な

呼吸用保護呉を使用させるこ

と。ただし、密閉化等、局所排

気装置等の設置等のばく露防止

の対策を講じた場合であって

も、労働者のナノマテリアノレ等

へのばく露のおそれがないこと

が確認できないときには、ナノ

マテリアル関連作業に従事させ

る労働者に、有効な呼吸用保護

具を使用させること。

有効な呼吸用保護具とは、送

気マスク等給気式呼吸用保護

具、粒子補集効率が99.9%以上

の紡じんマスク又はよill旦互エι
適合した面体形、フェイスシー

ノレド形又はフード形の粒子捕集

効率が99.9%以上の電動ファン

付き呼吸用保護具であること。

なお、防じんマスクについて

は国家検定に合格したものを使

用すること。

（以下略）



ク 平成24年 12月3日付け基発1203第 1号「「インジウム化合物等を製造し、又は取り

扱う作業場において労働者に使用させなければならない呼吸用保護具」の適用につい

て」新旧対照表

事？ ！日

昔日 記

1 （略） 1 （略）

2 制定の内容 2 制定の内容

( 1 ) （聞各） ( 1 ) （略）

( 2 ）本告示第 1号の表の下欄に掲げる呼 ( 2 ）本告示第 1号の表の下欄に掲げる

吸用保護具について、それらの呼吸 呼吸用保護具について、それらの呼

用保護具と同等以上の性能を有す 吸用保護具と同等以上の性能を有

るものを含めて示すと、次のものが するものを含めて示すと、次のもの

あるこ色。 があること。

ア 「0.3μg/m3以上 3μ g/m ア 「0.3μ g / m  3以上 3μg/m

3未満」の区分に対応する呼吸用保 3未満」の区分に対応する呼吸用保

護具は、 10以上の防護係数が確保で 護具は、 10以上の防護係数が確保で

きるものであり、具体的には、皇主主 きるものであり、具体的には、粒子

子捕集効率が99.9%以上の取替え 捕集効率が99.9%以上の取替え式

式防じんマスク、②粒子捕集効率が 防じんマスク、粒子捕集効率が99.9 

99. 97%以上の電動ファン付き呼吸 7%以上の電動ファンイ寸き呼吸用保

用保護具であって、 「電動ファン付 護旦及び給気式呼吸用保護具が該

き呼吸用保護具の規格J （平成26年 当すること。

厚生労働省告示第455号。以下「規

格Iとしサ。）で定める電動ファン

の性能区分が大風量形のもの及び

③給気式呼吸用保護具、が該当する

とと。

イ 「3μg/m3以上7.5μg/m イ 「3,Lg/m3以上7.5μg/m

3未満」の区分に対応する呼吸用保 3未満」の区分に対応する呼吸用保

護具は、 25以上の防護係数が確保で 護具は、 25以上の防護係数が確保で

きるものであり、具体的には、皇主主 きるものであり、具体的には、粒子

子捕集効率が99.9%以上の全面形 捕集効率が99.9%以上の全面形の

の面体を有する取替え式防じんマ 一面体を有する取替え式防じんマス

スク、②粒子檎集効率が99.97%以 ク、粒子捕集効率が99.97%以上の

上の電動ファン村き呼吸月保護具 電動ファン付き呼吸用保護具及びZ
であって、規格で定める電動ファン IST8150で定める指定防護係数が25

の性能区分が大風量形のもの及び 以との給気式呼吸用保護具が該当

③JIST8150で定める指定防護係数 すること。

が25以上の給気式呼吸用保護具、が

該当すること。

ウ 「7.5 μ g / m 3以上15μ g / m  ウ 「7白 5μg/m3J以上15/l g /m  

3未満」の区分に対応する呼吸用保 3未満j の区分に対応する呼吸用保

護具は、 50以上の防護係数が確保で 護具は、 50以上の防護係数が確保で

きるものであり、具体的には、盟主立 きるものであり、具体的には、粒子

子捕集効率が99.9%以との全面形 捕集効率が99.9%以上の全面形の



の面体を有する取替え式防じんマ

スク、②粒子捕集効率が99,97%以

上の電動ファン付き呼吸用保護具

（ノレーズフィット形のものを除く。

）であって、規格で定める電動ファ

ンの性能区分が大風量形のもの及

び皇旦旦包QQで定める指定防護係

数が50以上の給気式呼吸用保護具、

が該当すること。

エ 「15μ g/m＂以上 30μ g / m  3 

未満」の区分に対応する呼吸用保護

兵は、 100以上の防護係数が確保で

きるものであり、具体的には、皇韮

王盟主盈呈が99.97%以上の全面形

の面体を有する電動ファン付き呼

吸用保護具、粒子捕集効率が99.9 

7%以上の半面形の面体を有する電

動ファンイ寸き呼吸用保護具のうち、

規格で定める電動ファンの性能区

分が大風量形、かっ、漏れ率が 1%

以下（規格で定める漏れ率に係る性

能区分が S級又はA級）であって、

( 4）の方法により、労働者ごとに

防護係数が100以上であることが確

認されたもの及び卑旦泣旦旦で定

める指定防護係数が100以上の給

気式呼吸用保護具、が該当するこ

と。

オ 「30μ g / m＇以上 300μ g / m  8 

未満」の区分に対応する呼吸用保護

具は、 1,000以上の防護係数が確保

できるものであり、具体的には、阜

粒子持集効率が99,97%以上の全面

形の面体を有する電動ファン付き

呼吸用保護具のうち、規格で定める

電動ファンの性能区分が大風量形、

かつ、漏れ率が0,1 %以下（規格で

定める漏れ率に係る性能区分が S

級）であって、 ( 4）の方法により

労働者ごとに防護係数が1,000以

上であることが確認されたもの及

び皇旦旦旦旦で定める指定防護係
数がl,000以上の給気式呼吸用保護

具、が該当すること。

カ（略）

( 3 ）、（ 4) （略）

3 その他の留意事項

面体を有する取替え式防じんマス

ク、粒子捕集効率が99.97%以上の

電動ファン付き呼吸用保護具（フー

ド形及びフェイスシーノレド形のも

のを除く。）及び耳泣担QQで定める

指定防護係数が50以上の給気式呼

吸用保護兵が該当すること。

エ 「l5μg/m＇以上 30μ g/m3 

未満」の区分に対応する呼吸用保護

具は、 100以上の防護係数が確保で

きるものであり、具体的には、盤王

撞隼盈杢が99,97%以上の全面形の

面体を有する電動ファン付き呼吸

用保護具、粒子捕集効率が99.97% 

以上の半面形の面体を有する電動

ファン付き呼吸用保護具のうち、彊

れ率が 1%以下（TIST8157で定める

漏れ率による等級がS級又はA級）

であって、 ( 4）の方法により、労

働者ごとに防護係数が100以上であ

ることが確認されたもの及びヰ旦E
150で定める指定防護係数が100以

上の給気式呼吸用保護具が該当す

ること。

オ 「30μ g / m  3以上300μ g /m  3 

未満jの区分に対応する呼吸用保護

具は、 l,000以上の防護係数が確保

できるものであり、具体的には、盟

主盟基盈歪が99.97%以上の全面形

の面体を有する電動ファン付き呼

吸用保護具のうち、漏れ率が0.1 % 
以下（JIST8157で定める漏れ率によ

る等級が S級）であって、 ( 4）の

方法により、労働者ごとに防護係数

が1,000以上であることが確認され

たもの及び旦日担旦で定める指定
防護係数が1,000以上の給気式呼吸

用保護具が該当すること。

カ（略）

( 3 ）、（4 ) （略）

3 その他の留意事項



( 1 ）防じんマスク及び電動ファン｛寸き呼

盟旦畳蓋且については、労働安全衛生
法第44条の 2の型式検定に合格した

ものをイ吏用する必要があること。

（以下略）

( 1 ）防じんマスクについては、労働安全

衛生法第44条の 2の型式検定に合格

したものを使用する必要があること。

（以下略）



ケ 平成26年 1月10日付け基発0110第 1号「「廃棄物焼却施設関連作業におけるダイオ

キシン類ばく露防止対策要綱」の改正についてJ新旧対照表

彩？ ！日

月IJ紙 3 jjlj紙 3

保護具の区分 保護具の区分

1 レベル 1 1 レ~ノレ 1

呼吸用保護具 防じんマスク又は電 呼吸用保護具 防じんマスク又は電

動ファンイサき呼吸用保護具 動ファンイ寸き呼吸用保護具

作業着等 粉じんの付着しにくい作 作業着等 粉じんの付着しにくい作

業着、保護手袋等 業着、保護手袋等

安全靴 安全靴

保護帽（ヘルメッ卜） 保護帽（ヘルメット）

保護衣、保護靴、安全帯、耐熱服、溶接 保護衣、保護靴、安全帯、耐熱服、溶接

用保護メガネ等は作業内容に応じて適宜 用保護メガネ等は作業内容に応じて適宜

使用すること。 使用すること。

呼吸用保護具は、解体作業及び残留灰を 呼吸用保護具は、解体作業及び残留灰を

除去する作業においては、電動ファンイサき 除去する作業においては、電動ファンイ寸き

呼吸用保護具の使用が望ましいこと。 呼吸用保護具の使用が望ましいこと。

なお、防じんマスクは、①型式検定合格 なお、防じんマスクは、①型式検定合格

品であり、②取替え式であり、かっ③粒子 品であり、②取替え式であり、かっ③粒子

捕集効率が99.9%以上（区分RL3又はRS3) 捕集効率が99.9%以上（区分RL3又はRS3)

のものを使用すること。また、電動ファン のものを使用すること。また、電動ファン

イ寸き呼吸用保護具は、①型式検定合格品で 付き呼吸用保護具は、①JIST 8157に適合

あり、②大風量形であり、かっ③粒子捕集 するものであり、②標準型であり、かっ③

効率が99.97%以上（区分PS3又はPL3）の 粒子捕集効率が99.97%以上のものを使用

ものを使用すること。 すること。

（以下略） （以下略）


